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田野 畑村 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 6 月 18 日 
【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 衆議院 議長 参議 院 議長 厚生 労働 大 臣 
【 件 名 】 誰 で も 安心 で きる 年 金 制度 の 実現 を 求め る 意見 書 


























厚生 労働 省 は 、 平 成 25 年 か ら 29 年 まで の 4 年 間 で 『 特 例 水 準 』 の 解消 に よる 2.5% の 
削減 、 今 年 の 0.1% の 削減 、 そ の 他 の 理由 で 既に 3.5% も 目減り させ た 。 

年 金 の 実質 的 な 低下 は 、 消 費 税 増税 、 物 価 上 昇 、 医 療 ・ 介 護 保険 料 の 負担 増 の も と で 、 
高齢 者 、 年 金 生 活 者 な ど 低 所 得 者 に と っ て は さら に 負担 が 重く 、 憲 法 で 保障 され た 生存 権 
を 脅かし て いる 。 
また 、 年 金 の 毎月 支給 は 、OECD (経済 協力 開発 機構 ) 加盟 国 の ほとん ど が そう で ある よ 
うに 、 国 際 的 に は 当然 の 流れ に な っ て いる 。 

年 金 の 収入 源 は 年 金 生 活 者 だ け の 問題 で は な く 、 若 い 世 代 を 中 心 と し た 現役 世代 の 年 
制度 に 対す る 不安 を つの ら せ 、 生 活 に 明る い 見 通し を 持つ こと が で き な い な ど 深 刻 な 問題 
で ある 。 

年 金 は その ほとん ど が 消費 に 回 る 。 年金 の 引き 下げ は 、 地 域 経済 と 地方 財政 に 与え る 影 
問 % が 大 きく 、 自 治 体 の 行政 サー ビス に も 直結 する 問題 し な っ て いる 。 
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年 金 が 増え れ ば 地域 の 消費 は 増え 、 高 齢 者 の 医療 や 介護 の 負担 も 低減 で き 、 好 循環 に な 
る 。 
よっ て 国 に お いて は 、 下 記事 項 に つい て 実現 する よう 求め る 。 


記 
1 . 年 金 の 隔月 支給 を 国際 水準 並み に 毎月 支給 に 改め る こと 。 
2. 年金 支 給 開始 年 齢 を これ 以上 引き 上 げ な いこ と 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 


































































































市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
遠 野 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 12 月 14 日 
【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 厚生 労働 大 臣 衆議院 議長 参議 院 議 
【 件 名 】 認 知 症 施策 の 推進 を 求め る 意見 書 
世界 に 類例 を 見 な い ス ピー ド で 高齢 化 が 進む 我が国 に お いて 、 認 知 症 の 人 は 年 々 増え 続 





























け て いる 。 推計 で 2015 年 に 約 525 万 人 で あっ た も の が 、2025 年 に は 700 万 人 を 突破 する 
と 見 込ま れ て いる 。 

認知 症 は 、 誰 で も 発症 する 可能 違 
推進 は 極め て 重要 で ある 。 

また 、 認 知 症 施策 の 推進 に 当たっ て は 、 








誰 知 症 施策 の 





E も が 介護 者 と な り 得 る た め 、 








E が あり 、 
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認知 症 と 診断 され て も 、 尊 厳 を も っ て 生き る こ 
と が で きる 社会 の 実現 を め ざ す と と も に 、 若 年 性 認知 症 な ど 、 こ れ ま で 十分 に 取り 組ま れ 
て こ な か っ た 課題 に も 踏み 込ん で 行く 必要 が ある 。 認 知 症 施策 に 関す る 課題 は 、 医 療 ・ 介 
護 だ け で な く 、 地 域 づ くり か ら 生 活 支 援 、 教 育 に 至る まで 多岐 に わた っ て いる 。 
政府 に お いて は 、 誰 知 症 施策 の さら な る 充実 、 加 速 化 を めざし 、 下 記 の 事項 に 
こと を 強く 求め る 。 
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取り 組む 























記 
域 が 力 を 合わ せ 、 認 知 症 の 人 や その 家族 を 支え る 社会 を 
構築 する た め 、 認 知 症 施 策 を 総合 的 か つ 計 画 的 に 推進 する 基本 法 を 制定 する こと 。 
2 認知 症 診断 直後 は 、 相 談 で きる 人 が いな いと いっ た 空白 期間 が 生じ て いる 。 こ の 空白 
期間 に つい て は 、 本 人 が 必要 と する 支援 や 情報 に つなが る こと が で きる よう 、 認 知 症 サ 














治 体 を は じ め 企 業 や 地 
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ポー ター の 活用 や ガイ ドブ ッ ク を 作成 する 等 、 





支援 体制 の 構築 を 図る こと 。 











3 若年 性 認知 症 
な 活動 を 推進 す 























の 支援 に つい て 、 若 年 性 認知 症 支 援 コ ー デ ィ ネ ー タ ー の 効果 的 ・ 効 率 的 
る た め 、 コ ー デ ィ ネ ー タ ー に 対す る 研修 な ど 支 援 体制 を 整備 する と と も 











、 本 人 の 状態 ( 

4 認知 症 の 全国 

予防 法 や 行動 ・ 

次 世代 認知 症 治 療 

を 進め る と と も 
進め る こと 。 

以上 、 地 方 自治 
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薬 の 開発 ・ 
に 、 認 知 症 の 人 の 心身 の 特 





こ 応 じ た 就 労 継続 や 社会 参加 が で きる 環境 の 整備 を 進め る こと 。 

規模 の 疫学 調査 と 疾患 姜 録 に 基づく ビッ ク デ ー タ の 活用 を 通し 、 有 効 な 

理 証 状 に 対す る 適切 な 対応 な ど 認 知義 施策 の 推進 に 取り 組む こと 。 また 、 

早期 実用 化 や 最 先 端 の 技術 を 活用 し た 早期 診断 法 の 研究 開発 
生 に 応じ た リハ ビリ や 介護 方 法 に 関す る 研究 を 










































































































































































法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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ー 関 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 12 月 14 日 

【 提 出 先 】 衆 議院 議長 参議 院 議 長 内 閣 総理 大 臣 財務 大 臣 文部 科学 大 臣 
岩手 県 知事 

【 件 名 】 私学 助成 の 充実 を 求め る 意見 書 











私 立 学校 は 、 公 教育 の 一 翼 を 担い 学校 教育 の 充実 、 発 展 に 寄与 し て いま す 。 

現在 、 私 立 学校 の 経営 基盤 は 、 厳 し い 環 境 に 置か れ て お り 、 保 護 者 の 学費 負担 は 家計 を 
大 きく 圧迫 し て いま す 。 ま た 、 生 徒 1 人 当たり に か けら れる 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 低 
いこ と が 、 教 育 諸 条件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 に な っ て いま す 。 
こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 条 件 の 維持 、 向 上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 
に 、 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運 営 費 を 初め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 が 
求め られ て いま す 。 

よっ て 、 こ の よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を され る よう 次 の と お 
り 要望 いた し ます 。 

過疎 地域 の 私 立 高 校 に 対す る 特別 助成 の 増額 を 含め 、 私 学 助成 金 を さら に 充実 する こと 
を 求め ます 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 12 月 14 日 

【 提 出 先 】 衆 議院 議長 参議 院 議長 内 閣 総理 大 臣 財務 大 臣 文部 科学 大 臣 
経済 産業 大 臣 国土 交通 大 臣 復興 大 臣 

【 件 名 】 国 際 リ ニア コラ イダ ー (1I LC) の 誘致 実現 を 求め る 意見 書 








国際 リニア コラ イダ ー (ILC) 計画 は 、 我 が 国 が 標 棒 す る 科学 技術 創造 立国 と し て 人 
材 育 成 に 寄与 する と と も に 、 世 界 の 最 先端 技術 の 拠点 の 形成 と 産業 集積 を 図り 新た な 産業 
基盤 の 形成 が 図ら れ 、 我 が 国 の 成長 戦略 に 頁 献 し 、 ま た 、 新 し い 地方 劉生 を 牽引 する きっ 
か け と な る こと か ら 、 日 本 で の 実現 を 強く 要望 する 。 
理由 
至 際 リニア コラ イダ ー (I LC) は 、 素 粒子 ・ 宇 宙 の 研究 に 飛 虫 的 発展 を も た ら す だ け 
で な く 、 超 伝導 技術 を 初め と する 多く の 先端 技術 の 開発 と 実用 化 を 促進 し 、 さ ら に 学術 ・ 
教育 の 集積 する 新た な 国際 研究 拠点 に つなが る も の で ある 。 
この 計画 を 実現 する た め に は 、 技 術 の 産業 波及 、 tt 
文化 育成 へ の 利用 、 科 学 技術 に よる 外交 な ど 省 庁 横断 に よる 最 先端 科学 技術 へ の 挑戦 と 
置 づ け て 取り 組ま な けれ ば な ら な いも の と 考え られ る 。 
平成 25 年 8 月 、I LC の 国内 建設 候補 地 が 北上 高地 に 一 本 化 さ れ 、I LC 計画 を 推進 す 
る 国際 研究 者 組織 リニア コラ イダ ー・ コ ラボ レー ショ ン (LCC) の 最高 責任 者 が 同年 10 
月 に 来 日 し た 際 、「 今 後 は 北上 高地 に 限っ て I LC 建設 を 検討 する 」 と 明言 し 、 北上 高地 が 
事実 上 世界 唯一 の 建設 候補 地 に な っ て いる 。 
また 、 平 成 28 年 12 月 に 岩手 県 盛岡 市 で 開催 され 、 世 界 各国 か ら 約 350 人 が 集まっ た 国 
会 議 「 リ ニア コラ イダ ー・ ワ ー ク ショ ッ プ LCWS2016」 に お いて 段階 的 に 建設 する ス 
テー ジン グ が 検討 され 、 平 成 29 年 11 月 の 国際 将来 加速 器 委員 会 に お いて 正式 に 承認 され 
た こと に より 、 北 上 高地 へ の 診 致 建設 の 実現 性 が 大 きく 高まっ て いる 。 

少子 高齢 化 に よる 急激 な 人 口 減少 、 東 日 本 大 岩 災 か ら の 復興 と いう 大 き な 課 題 を 抱え て 
いる 東北 地方 に と っ て 、I LC 計画 は まさ に 未来 へ の 希望 と 活力 を 与え る 東北 創 生 の 一 大 
プロ ジェ クト で あ : る 。 

よっ て 、 国 に お いて は 「 国 際 リ ニア コラ イダ ー の 建設 」 を 、 我 が 国 が 主導 する 国際 プロ 
ジェ クト と し て 位置 づけ 、 早 期 に I LC 日 本 誘致 に 向け た 前 向き な 方 向 性 を 打ち 出し 、 診 
致 の 条件 と され る 資金 分 担 と 研究 参加 に 関す る 国際 調整 等 を 速やか に 進め る こと を 強く 要 
望 する 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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臨時 国 


会 が 

















小 中 学 校 等 の 施設 に お ける エア 


今後 の 災害 対応 等 

















治 体 の 具体 




















な 








ん 。 ま た 、 








予備 





費 も 緊急 的 な 支 





勘案 し た 予 
復旧 事業 に 対 




















り 、 使 い 





し た が っ て 、 


政文 援 へ の 明確 
れる よう 強く 要望 し ま 





1 被災 自 
2 被災 
財政 支援 を 
お り 、 












































を 余 


し 、 


・ 復 興 、 
知識 が 必要 で す 。 
台 ま り 、 

ロッ ク 堺 
し た 。 補正 予 算 案 で 




















西日本 豪雨 、 9 月 の 台風 21 号 ・24 号 や 北海 道 胆振 東部 地 
ぎ 、 甚 大 な 被害 を も た らし まし た 。 多 く の 死 者 、 安 否 不 明 
欄 な くさ れ て いる 方 も お り ま す 。 ま た 、 家 屋 の 倒壊 や 土 
道路 や 鉄道 始め 交通 機関 へ の 影響 な ども 生じ まし た 。 被災 
被災 者 の 方 々 が 一 日 も 早く 安心 し て 生活 で きる よう 、 全 



























































被災 者 支援 に 向け 、 全 力 で 取り 組ん で いま す が 、 多 額 














一 連 の 災害 の 被災 地 の 復 旧 ・ 
改修 等 に 対応 し 必要 な 財政 措置 を 講ず る た め の 2018 年 
で は 、 被 災 地 の 復旧 ・ 復 興 に 7, 275 億 円 、 公 立 
コン 設置 、 ブ ロッ ク 雷 改修 等 の 対応 に 1, 081 億 円 、 さ ら に 
形 費 の 追加 に 1, 000 億 円 を 計上 し て いま す 。 し か し 、 被 災 
し 、 国 が 負担 すべ き 補 助 金 が 増え た た め の 措 置 に すぎ ませ 
出 に すぎ ず 、 翌 年 度 へ の 繰り 越し が 認め られ な いこ と も あ 


復興 や 、 公 立 小 中 学校 
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勝手 が 悪い 点 も 否め ませ ん 。 





国 に お いて は 、 相 次 ぐ 甚 大 な 
心 感 を も っ て 、 的 確 ( 








に 復旧 




















災害 の 発生 に 鑑み 、 被 災 自 




















ns 
る 財 


・ 復 興 、 被 災 者 支援 に 取り 組め る よう に する た め 、 国 に 











な 担保 と 長期 的 な 支援 が 必要 で あり 、 下 記 の 事項 











ね な い 。 復 [| 




















* ず も 


治 体 の 要望 を 踏ま え 、 
自治 体 に お いて 4 





特別 交付 税 の 総額 が その まま で は 、 
・ 復 興 に 財政 上 の 支障 が 生じ な いよ う 、 特 




















措置 、 東 














日 本 大 雷 災 に 係る 雷 災 復興 特別 交付 税 の よう な 通常 の 特別 交付 税 と は 異な る 特 


E じ る 復旧 ・ 
講じ る こと 。 特に 特別 交付 税 は 地方 交付 税 総額 の 6 %% の 上 限 枠 が 設定 

















に つい て 全力 で 取り 組 
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記 
二 次 補 正 予算 案 を 早急 に 編成 する こと 。 
復興 対策 等 に 係る 特別 の 財政 需要 に つい て 、 十 分 な 
され て 
治 体 の お の お の の 配分 が 大 幅 に 減り か 
別 交 付 税 の 特例 的 な 増額 や 別枠 
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れ 災 自 












































例 を 設け る な ど 、 積 極 的 な 財政 文 援 を 行う こと 。 











以上 、 地 方 用 














治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 、 























意見 書 を 提出 
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市 町 村 議会 名 意見 書 の 内 容 





滝 沢 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 12 月 21 日 
【 提 出 先 】 内 閣 総 理大 臣 
【 件 名 】2019 年 10 月 の 消費 税率 1 0% 引 き 上 げ の 中 止 を 求め る 意見 書 


























2019 年 10 月 に 消費 税率 1 0% 引 き 上 げ を 強行 し よう と し て いま す が 、 現 行 8 % が 1 
0% に 引き 上 げ ら れる と 、 消 費 は 冷え 込み 、 大 不況 に な る こと は 必至 で す 。 

消費 税 増生 は 低 所 得 者 を 直撃 し 、 国 民生 活 を 不安 に 陥れ る 不 公平 税制 で あり 、 憲 法 に 調 
う 応 能 負担 原則 に 則っ た 税制 に 戻す こと が 必要 で す 。 

し た が っ て 、 住 民 の 暮らし 、 地域 経済 (市 内 中 小 業 者 )、 地 方 自治 体 に 深刻 な 打撃 を 与え 
る 消費 税 増 税 を 中 止 す る こと を 強く 求め ます 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 


ー ン 































































































































































































市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 





【 議 決 年 月 日 】 平 成 30 年 12 月 21 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 参議 院 議長 内 閣 総理 大 臣 厚生 労働 大 臣 
内 閣府 少子 化 対策 担当 大 臣 内 閣府 男女 共同 参画 担当 大 臣 
内 閣府 地方 創 生 担当 大 臣 

【 件 名 】 放課後 児童 クラ ブ の 職員 配置 基準 等 の 堅持 を 求め る 意見 書 


放課後 児童 クラ ブ の 職員 配置 等 に 係る 従う べき 基準 に つい て は 、 児 童 の 安全 が 確保 され 
る よう 堅持 する こと を 強く 要望 する 。 

理由 

放課後 児童 クラ ブ は 、 保 護 者 が 就労 等 に より 昼間 家庭 に いな い 児 童 に 、 放 課 後 等 に 安全 


チー 


に 安心 し て 生活 で きる た め の 遊 び 及 び 生 活 の 場 を 提供 し 、 そ の 健全 な 育成 を 図る 大 切な 施 
設 で ある こと か ら 、 児 童 を 見 守る 職員 の 体制 は 万 全 で ある 必要 が ある 。 
その た め 児 童 に 対応 する 放課後 児童 支援 員 等 の 配置 に つい て は 、 突 発 的 な 事 故 が 生じ た 
場合 、 そ れ に 対応 する 職員 の ほか 、 そ の 職員 以外 に 児童 に 対応 する も の が 必要 に な る 等 の 
E 由 か ら 職 員 の 複数 配置 が 必要 と され て いる 。 ま た 、 放 課 後 児童 支援 員 等 に つい て は 、 研 
修 等 に より 資質 を 向上 させ て いく こと も 必要 と され て いる こと か ら 、 こ れ ら の 職員 配置 に 
つい て 国 が 基準 を 定め 、 市 町 村 が 放課後 児童 クラ ブ に 関す る 条例 を 定め る 際 に 従う べき 基 
人 準 と され て いる 。 

一 方 、 地 方 分 権 改 革 の 提案 募集 に お いて 、 全 国 的 に 放課後 児童 クラ ブ の 人 材 不足 の 深刻 
化 に より その 運営 に 支障 が 生 し て いる と し て 、 当 該 従 うべ き 規 準 の 規制 緩和 を 求め る 提案 
が 地方 か ら 国 に 提出 され た 。 こ れ を 受け 、 国 は 、 当 該 従 うべ き 基 準 を 参 本 化す る こと に つ 
いて 、 地 方 分 権 の 場 で 検討 し 、 参 枕 化 へ むけ て 艇 を きろ うと し て いる 。 
仮に 、 従 うべ き 規 準 が 緩和 され 、 職 員 が 1 名 で 多く の 児童 に 対応 する こと に な っ た 場合 
に は 、 放 課 後 児童 クラ ブ の 児童 の 安全 が 確保 で き な い 可能 性 が ある 。 放課後 児童 クラ ブ の 
運営 に と っ て 最 優先 すべ きこ と は 児童 の 安全 の 確保 で あり 、 こ の た め の 最 低 基 準 と し て 当 
該 従 うべ き 規 準 が 定め られ た も の で ある 。 こ れ を 単に 放課後 児童 支援 員 等 の 人 員 の 確保 が 
難し いと いう 理由 に よっ て 緩和 すべ き で は な い 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 児 童 の 安全 を 確保 する た め 、 放 課 f 
係る 従う べき 基準 を 堅持 する こと を 強く 要望 する 。 

上 記 の と お り 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 する 。 
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児童 クラ ブ の 職員 配置 等 に 










































































市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








盛 岡 市 


議決 年 月 日 】 平成 31 年 3 月 27 日 

出 先 】 内閣 総 理大 臣 内 閣 官房 長官 財務 大 臣 文部 科学 大 臣 厚生 労働 大 臣 
担当 大 臣 (少子 化 対策 ) 衆議院 議長 参議 院 議 

保育 の 無償 化 、 待 機 児童 解消 、 保 育 士 の 処遇 改善 の た め の 必 要 
な 措置 を 求め る 意見 書 


内 閣府 特命 
名 】 幼児 教育 ・ 





世代 の 負担 軽減 











旦 を 強い る こと や , 喫 
が あっ て は な り ま せん 。 
国 に お いて は , 必要 な 財 
下記 事項 に つい て 強く 要望 し : 
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幼児 教育 ・ 保 育 の 無 

















で 行う な ど , 国 と し て 
食材 費 は , 実費 
医 償 化 の 対象 と され て いる 放 
で きる よう , 認可 化 の 




















分 な 予算 を 確保 する こと 。 






























































に 向け て , 2019 年 10 月 か ら 幼 児 教育 ・ 保 育 の 無償 化 の 実施 が 予 
定 さ れ て いま す 。 無償 化 の 実施 に 当たっ て は , 保育 の 実施 に 責任 を 負う 市 町 村 に 新た な 負 
監 の 課題 で ある 待機 児童 解消 や 保育 士 の 処 過 改 善 を 後退 させ る こと 
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を 人 確保 し , 誰 も が 安心 で きる 無償 化 を 実現 され る よ 
SW 


記 

















賞 化 に 当たっ て は , 地方 自治 体 の 負担 増 と な ら な いよ う 和 全額 国費 
財政 措置 も 含め て あら ゆる 必要 な 措置 を 行う こと 。 

徴収 化 で は な く 無 償 化 の 対象 と する こと 。 

可 外 保育 施設 に つい て は , 認可 施設 と 同等 の 保育 を 保障 
国 と し て 必要 な 措置 を 講じ し る こと 。 

賞 化 の 実施 に よっ て 保育 の 質 的 ・ 量 的 拡充 が 停滞 する こと が な いよ う , 国 と し て 十 
に 待機 児童 の 解消 に つい て は , 無償 化 に よっ て 需要 が 喚起 
され る こと が 予測 され る た め , 国 と し て 認可 保育 所 の 整備 計画 を 立て , 保育 所 等 整備 交 
増額 な ど 支 援 の 拡充 , 必要 な 財源 措置 を 行う こと 。 



































































































































等 職員 の 配 j 




















賃金 の 引き 上 げ な ど , 処遇 改善 の た め の 公 定価 格 の 








以上 , 地方 EE 

















改善 等 必要 な 措置 を 行う こと 。 
治 法 第 99 条 の 規定 【 



































基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 


と らら 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 31 年 3 月 27 日 


【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 内 閣 官房 長官 厚生 労働 大 臣 


内 閣府 特命 担当 大 臣 (少子 化 対策 ) 内 閣府 特命 担当 大 臣 (男女 共同 参画 
内 閣府 特命 担当 大 臣 (地方 創 生 ) 衆議院 議長 


参議 院 議 


【 件 名 】 放課後 児童 クラ ブ の 職員 配置 基準 等 の 堅持 を 求め る 意見 書 








放課後 児童 ク 


校 の 放課後 等 に 
め の 


























ラブ は , 保護 者 が 就労 等 に より 昼間 家庭 に 
に 安全 ・ 安 心 な 生活 を 送る た め の 遊 び 及 び 生 活 の 場 を 提供 し , その 健全 な 育 
の も の 





成 を 図る た 
す 。 
その た め , 放課後 児童 支援 員 等 の 配置 に つい て は , 















































修 参加 等 へ の 対応 の た め , 有 資 格 者 を 含む 複数 の 配置 












































こい な い 状 況 の 児童 に 対し , 




















で ある こと か ら , 児童 を 見 守る 職員 の 体制 は 万 全 で ある 必要 が あり ま 
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だ 
0 








突発 的 な 事故 や 資質 向上 の た め の 研 


と する 基準 を 














と し て 定め , この 基 














準 は 市 町 村 が 放課後 児童 クラ ブ に 関す る 条例 を 定め る 
一 方 , 地域 に よっ て は 放課後 児童 支援 員 等 の 確保 が 
従う べき 基準 を 参 酔 すべ き 基 準 に 緩和 する 方 針 を 示し 
























































応 す る こと に な っ た 場合 に は , 放課後 児童 クラ ブ の 児 










































































て いま す 。 
































等 に 係る 従う べき 基準 を 堅持 する よう 強く 要望 し ます 。 
以上 , 地方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
































際 に 従う べき も の と され て い 
困難 で ある こと を 理由 に , 国 は 当該 


当該 従う べき 基準 を 緩和 し て , 有人 資格 者 が 配置 され な い 場 合 や , 職員 が 1 人 で 児童 ( 


放課後 児童 クラ ブ の 職員 配置 尋 

































































E す 
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a 草 に 対 
に 童 の 安全 が 確保 で き な い 可能 性 カ 
り ま す 。 放課後 児童 クラ ブ の 運営 に と っ て 最 優先 すべ きこ と は 児童 の 安全 の 確保 で あり , 
単に 放課後 児童 支援 員 等 の 確保 が 難し いと いう 理由 に よっ て 緩和 すべ き で は あり ませ ん 。 
, 国 に お いて は , 児童 の 安全 を 確保 する た め , 


* あ 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 31 年 3 月 27 日 

【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 内 閣 官房 長官 総務 大 臣 財務 大 臣 文部 科学 大 臣 
厚生 労働 大 臣 衆議院 議長 参議 院 議 

【 件 名 】 医師 養成 定員 を 減ら す 政府 方 針 の 見 直し を 求め る 意見 書 


日 本 の 医師 数 は 100 床 当たり 17.1 人 で , ドイ ツ の 49.0 人 , イギリス の 100.5 人 (OE 
CD ヘル ス デ ー タ 2015) と 比較 し て 極め て 少な く , 週 60 時 間 以 上 働く 割合 は 職種 別 で 医 
師 が 最も 高く な っ て いま す 。 
また , 先般 , 東京 医科 大 学 の 入試 女性 差別 が 発覚 し まし た が , 長 時 間 労働 が 常態 化し , 
女性 医師 が 働き 続け られ な い 実 態 こそ 医療 界 の 解決 すべ き 課 題 で す 。 日 本 の 女性 医師 数 は 
全体 の 2 割 に すぎ ず , 4 割 を 超え て いる OECD 諸国 と 比較 し て も 低 水 準 と な か っ て いま す 。 
女性 医師 も 含む 全て の 医師 の 長 時間 労 働 の 改善 ,。 そ の た め の 絶 対 的 医師 不足 の 解消 こそ 求 
め ら れ て いま す 。 

し か し , 政府 の 「 骨 太 の 方 針 2018」 では, 2022 年 度 以降 の 医学 部 定員 減 を 検討 する 方 針 
が 打ち 出さ れ ま し た 。 厚 生 労働 省 の 医師 需給 の 将来 推計 を も と に 医師 の 養成 定員 を 減ら し 
て し まう と , 医師 の 長 時 間 労 働 の 改善 を で き な い こと が 懸念 され る ほか , 当直 が 頻繁 に あ 
り 過 重労働 と な っ て いる 救急 ・ 産 科 ・ 小 児 科 な ど で は 医師 が 不足 し , 「 地 域 医療 月 壊 の 危機 」 
を 招く こと さえ 危 恨 され ます 。 住民 が 安心 し て 暮らせ る 救急 医療 や 地域 包括 ケア シス テム 
の 充実 が 図ら れる よう , 引き 続き 医師 の 増員 を 強く 求め る も の で す 。 

よっ て , 国 に お いて は , 下記 事項 に つい て 実現 する よう 強く 要望 し ます 。 

記 

1 2022 年 度 以降 の 医師 養成 定員 減 と いう 方 針 を 見 直し , 医療 現場 と 地域 の 実態 を 踏ま 
え , 医師 数 を OECD 平均 以上 の 水準 に ふやす こと 。 
以上 , 地方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し 3 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








宮 古 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 31 年 3 月 19 日 




































































【 提 出 先 】 衆議院 議長 参議 院 議 長 内 閣 総理 大 臣 厚生 労働 大 臣 
【 件 名 】 最低 賃金 の 改善 と 中 小 企業 支援 の 拡充 を 求め る 意見 書 
(趣旨 
最低 賃金 の 改善 を 図り 、 労 働 者 の 所 得 を 確保 する と 同時 に 中 小 企業 に 対す る 支援 策 を 拡 
充 す る た め の 取 り 組 み を 講じ る よう 求め る 。 
(理由 ) 




















今や 労働 者 の 4 人 に 1 人 が 年 収 2 0 0 万 円 以下 の 「 ワ ー キ ング プア 」 で 、 低 賃金 な うえ 











に 不安 定 な 仕事 に し か 就け な い 状態 に ある 。 

地域 別 最低 賃金 は 東京 で 9 8 5 円 、 岩 手 県 で は 7 6 2 円 で 、 時 間 額 に し て 2 2 
差 が ある 。 ま た 、 最 も 低い 地域 で は 7 6 1 円 で 、 こ の 額 で は 毎日 
1 1 万 円 か ら 1 4 万 円 の 手取 り に し か な ら な い 。 








































































































最低 賃金 法 第 9 条 に 最低 賃金 を 定め る 際 に 考慮 する も の と し て 、 労 働 者 の 生計 費 ・ 賃 金 














3 円 も の 








フル タイ ム で 働い て も 月 








の ほか に 先進 諸国 で は 例 の な い 「 事 業 の 支払 能力 」 が ある 。 地 方 の 零細 中 小 企業 の 労働 者 
の 賃金 と 最低 賃金 を 比較 する こと は 、 賃 金 を 低く お さえ る 動き に つなが る 。 広 が る 地域 間 



































格差 は 、 労 働 力 の 流出 を 招き 、 地 方 の 高齢 化 と 地域 経済 を 疲 敵 させ る 大 き な 要 因 











いる 。 
2 0 1 0 年 、 雇用 戦略 対話 に お いて 、 
気 状況 に 配慮 し つつ 、 全国 平均 1 000 












































「 で きる 限り 早期 に 全国 最低 8 0 0 
] を 


























































































































と な っ て 


] を 確保 し 、 景 
指す 」 と の 政 労使 三 者 合意 が 成立 し て いる 。 


この 合意 を 先 延ばし に する こと な く 、 憲 法 で 保障 され て いる 最低 限度 の 生活 が 営め る 水準 























の 最低 賃金 を 確立 する こと が 求め られ て いる 。 











よっ て 、 最 低 賃金 の 改善 を 図り 、 労 働 者 の 所 得 を 確保 する と 同時 に 、 最 も 影響 























中 小 企業 に 対す る 支援 策 を 拡充 する た め の 取 り 組 み を 講じ る よう 求め る 。 




































































記 

1 政府 は 、 憲 法 で 保障 され て いる 最低 限度 の 生活 が 営め る 水準 と な る よう 最低 賃金 を 引 
き 上 げ る あこ と 。 

2 政府 は 、 全 国 一 律 最低 賃金 和 制 度 の 確立 な ど 、 地 域 間 格 差 を 縮小 させ る た め の 施 策 を 進 
め る こと 。 

3 政府 は 、 中 小 企業 負担 を 軽減 する た め の 直 接 支援 と し て 、 企 業 と そこ で 働く 労働 者 の 
社会 保険 料 等 の 軽減 や 税 の 減免 制度 等 を 実現 する こと 。 

4 政府 は 、 中 小 企業 に 対す る 大 企業 に よる 優越 的 地位 の 滋 用 、 代 金 の 買い 叩き や 支払 遅 















































延 等 を な くす た め 、 法 整備 を 含む 具体 的 な 対策 を 講じ る こと 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








北 上 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 31 年 3 月 22 日 

【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 総務 大 臣 財務 大 臣 防衛 大 臣 
内 閣府 特命 担当 大 臣 (沖縄 及び 北方 対策 ) 

【 件 名 】 日 米 地位 協定 の 改定 を 求め る 意見 書 























F 成 30 年 7 月 27 日 に 全国 知事 会 は 「 米 軍 基 地 負 担 に 関す る 提言 」 を 決議 し まし た 。 
全国 知事 会 は 、 決議 に 至る まで 、「 米 軍 基 地 負 担 に 関す る 研究 会 」 を 設置 し 、 日 米 安全 保 
障 体制 と 日 本 を 取り 巻く 課題 、 米 軍 基 地 負 担 の 現状 と 負担 軽減 及び 地位 協定 に つい て 、 有 
識者 か ら の ヒア リン グ を 行う な ど し て 調査 研究 を 行っ て きま し た 。 

提言 は 、 日 米 地位 協定 を 抜本 的 に 見 直し 、 航 空 法 や 環境 法令 な どの 国内 法 を 原則 と し て 
米 軍 に も 適用 させ る こと 、 訓 練 ル ー ト や 訓練 が 行わ れる 時 期 に つい て 速やか に 事前 情報 提 
供 を 必ず 行う こ 米 軍 人 等 に よる 事件 ・ 事 故に 対し 具体 的 か つ 実 効 的 な 防止 策 を 提示 す 
る こと 。 1 
容 さ し じ し で て いま す 。 
平成 24 年 5 月 下旬 に 在 日 米 軍 か ら 防 衛 省 に 対し て 提供 され た 「 環 境 レ ビュ ー」 に は 、 オ 
スプ レイ が 航空 訓練 を 行う 経路 と し て 6 つの ルー ト が 示さ れ て いま す 。 北上 市 の 上 空 に は 
この うち の いわ ゆる 「 グ リー ン ル ー ト 」 が 設定 され て いる と み ら れ ます 。 危険 性 が 指摘 さ 
れ て きた オス プレ イ の 全国 的 運用 が 進ん で き て お り 、 日 米 地位 協定 を 見 直す こと の 必要 性 
は 、 決 し て 米 軍 基地 の 所 在 自治 体 だ け の 問題 で は あり ませ ん 。 

よっ て 、 政 府 関係 機関 に 対し 、 米 軍 基 地 か ら 派 生 する 様々 な 事件 、 事 故 等 か ら 国 民 の 生 
命 、 財 産 と 人 権 を 守る た め 、 全 国 知事 会 が 平成 30 年 7 月 27 日 に 決議 し た 「 米 軍 基 地 負 担 
に 関す る 提言 」 に つい て 速やか に 検討 し 、 実 効 ある 措置 を 取る よう 強く 要望 し ます 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








北 上 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 31 年 3 月 22 日 
【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 総務 大 臣 財務 大 臣 厚生 労働 大 臣 
【 件 名 】 看護 師 の 全国 を 適用 地域 と し た 特定 最低 賃金 の 新設 を 求め る 意見 書 
































高齢 化 が 進む 中 で 、 看 護 師 の 必要 性 、 重 要 性 は 増し て いま す 。 岩 手 県 医療 労働 組合 連合 
会 が 実施 し た 「2017 年 看護 師 の 労働 実態 調査 」 で は 、 慢 性 的 に 疲労 が ある 財 の 回 答 を し た 
割合 が 8 割 、 健 康 不安 の 訴え も 約 7 割 で ちあ っ た ほか 、 和 妊娠 者 の 3 人 に 1 人 が 切迫 早産 、 約 
1 割 が 流産 と な っ て お り 、 過 酷 な 勤務 実態 が 浮き 彫り と な り ま し た 。 ま た 、 仕 事 を 辞め た 
いと 思い な が ら 働 いて いる と 回 答 し た 割合 が 8 割 に も 達し 、 辞 め た い 理 由 の 主 な か も の は 「 人 
手 不足 で 仕事 が きつ い 」、「 賃 金 が 安い 」 な ど と な っ て いま す 。 

護 師 の 定着 を 図り 、 慢 性 的 な 人 員 不 足 を 解消 すか る た め に は 、 賃 金 条 件 の 改善 が 欠か せ 
せん 。 日 本 医療 労働 組合 連合 会 が 実施 し た 「2018 年 度 賃金 労働 時 間 等 実態 調査 」 に よる 
























































































































































































































































護 師 の 初任 給 の 地域 間 格 差 は 月 額 8 万 円 以上 に も 及び ます 。 本来 、 全 国共 通 の 診断 報 
こよ り 運 営 さ れる 医療 機関 で 働き 、 全 国共 通 の 資格 を 有する 看護 師 の 労働 に 関す る 評価 
は 全国 で 公正 に され る べき で す が 、 実 際 に は 賃金 の 地域 問 格差 が ある た め 、 労 働 力 が 流出 
する な ど 深 刻 な 看護 師 不 足 を 引き 起こ す 要 因 と な っ て いま す 。 国際 労働 機関 (1 LO) は 、 
看護 師 の 報酬 水準 に つい て 、 労 働 する 施設 、 地 域 ま た は 部 門 を 問わ ず 、 同 程度 で ある べき 
と いう 旨 の 勧告 を 行っ て お り 、 国 際 的 に も 格差 の 是正 が 求め られ て いま す 。 

深刻 化す る 看護 師 の 人 員 不 足 は 、 患 者 ・ 利 用 者 の 安全 や 看護 の 質 に も 影響 を 及ぼ し か ね 
ませ ん 。 こ の よう な 状況 を 改善 し 、 医 療 施設 等 の 職員 体制 の 充実 や 、 医 療 ・ 看 護 現場 で 働 
く 労働 者 の 処遇 を 確保 する た め に は 、 国 の 責任 で 全国 を 統一 し た 賃金 体系 を 構築 する べき 
で すず 。 

よっ て 、 国 及び 政府 関係 機関 に お いて は 、 看 護 師 の 賃金 の 底上げ を は か り 、 安 全 ・ 安 心 
の 医療 ・ 看 護 体 制 を 確保 する た め に 、 看 護 師 の 全国 を 適用 対象 と し た 特定 最低 賃金 を 新設 
する よう 強く 求め ます 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








北 上 市 


【 議 決 年 月 日 】 平成 31 年 3 月 22 日 
出 先 】 内閣 総 理大 臣 総務 大 臣 財務 大 臣 


名 】 介 護 従 事 者 の 全国 を 適用 地域 と し た 特定 最低 賃金 の 新設 を 求め る 意見 書 





高齢 化 が 進む 中 で 、 介 事 者 の 人 材 確保 ・ 離 職 防 
連合 が 実施 し た 「 介 護 施 設 に 働く 労働 者 アンケ ー ト 」 で は 、 介 護 施 設 の 労 


] も 低く な っ て いま す 。 介護 の 仕事 を 
































勤 者 の 賃金 が 全 産 業 労働 者 の 賃金 より 月 額 約 10 万 
「 辞 め た い 」 と 考え た こと が ある 人 は 5 割 以 上 に も 達し 、 辞 め た い 理 
し すぎ る 」、「 体 力 が 続か な い 」 と いう も の で す 。 介護 の 質 に 関し て 
で き て いな い 」 と の 回 答 が 4 割 近 くに の ぼり 、 そ の 理由 と し て 「 人 


が 約 8 割 と 群 を 抜い て いま す 。 























は 、「 十 分 な サー ビス が 
員 が 少な く 業 務 が 過 審 」 

















































































































動 組合 連合 会 が 実施 し た 「 賃 金 ・ 労 働 時 間 等 調査 (2017 年 度 )」 で は 、 介 護 
E 給 で 6 万 8, 200 円 の 地域 格差 が ある と の 結果 に な っ て いま す 。 介護 報酬 が 全 
まで ある に も 拘わら ず 、 介 護 従事 者 の 賃金 に 地域 
る な ど 深 刻 な 介護 人 材 不 足 を 引き 起こ す 要 










































































者 の 安全 や 介護 の 質 に も 
善 し 、 介 護 施 設 等 の 職員 体 1 































































































設 す る よう 強く 求め ま 


H 治 法 第 99 条 の 規 

















づき 意見 書 を 提出 し 




















因 と も な っ て いま す 。 


従事 者 の 処 財 改善 策 が 実施 され て い ヨ 
され て お ら ず 、 こ の こと が 人 員 不 足 を 深刻 化 さ せ 、 利 用 
を 及ぼ し か ね な い 事 態 に な っ て い 3 
現場 で 働く 労働 者 の 処 胃 
し た 賃金 体系 を 構築 する べき で す 。 
関係 機関 に お いて は 、 
前 を 確 介する た め に 、 介 護 信 












































厚生 労働 大 臣 























止 対策 は 喫緊 の 


選 


題 と な っ て いま す 。 














の 主 な も の は 「 賃 






























































間 格 差 が ある た め 、 人 労働 力 が 流出 す 


ます が 、「 低 賃金 ・ 過 














E す 。 こ の よう な 状況 を 改 
を 確保 する た め に は 、 

















介護 従事 者 の 賃金 の 底上げ を は か り 、 安 全 ・ 
E 事 者 の 全国 を 適用 地域 と し た 特定 最低 賃金 を 新 
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す 。 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








北 上 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平 成 31 年 3 月 22 日 
【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 厚生 労働 大 臣 
【 件 名 】 最低 賃金 の 改善 と 中 小 企業 支援 の 拡充 を 求め る 意見 書 


























政府 は 最低 賃金 の 額 に つい て 、「 全 国 加重 平均 が 1, 000 円 に な る こと を 目指 す 」 と し て い 
ます が 、 平成 30 年 度 時 点 の 全国 加重 平均 は 874 円 で あり 、 フル タイ ム の 労働 で 得 ら れる 年 
収 は 120 万 円 か ら 150 万 円 の 水準 に 留まっ て いま す 。 
また 、 地域 間 の 格差 も 大 きく 、 平成 30 年 度 の 地域 別 最低 賃金 は 最高 額 で ある 東京 都 の 時 
給 985 円 に 対し 、 岩 手 県 が 762 円 と な っ て お り 1 時 間 あ た り 223 円 も の 格差 が あり ます 。 
こう し た 格差 が 若い 労働 者 の 都市 部 へ の 流出 に つなが っ て いま す 。 こ の た め 、 早 期 に 最低 
賃金 引き上げる と と も に 、 そ の 地域 間 格差 を 解消 する こと が 急務 で す 。 

一 方 で 、 中 小 規模 の 企業 に と っ て 賃金 の 引き 上 げ は 負担 が 増加 する こと に な る た め 、 最 
低 賃金 の 引き 上 げに 当たっ て は 、 企 業 へ の 社会 保険 料 や 税 の 負担 減免 等 の 支援 も 併せ て 行 
う 必 要 が あり ます 。 

よっ て 、 国 及び 政府 関係 機関 に お いて は 、 次 の 事項 を 実現 され る よう 強く 求め ます 。 

1 政府 は 最低 賃金 引き上げる と と も に 、 地 域 間 格 差 を 解消 する た め の 施 策 を 進め る こ 











































































































































































































































































































2 中 小 企業 に 対し 、 社 会 保険 料 や 税 の 負担 減免 等 を 通じ し て 賃上げ へ の 支援 を 進め る こと 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し 
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市 町 村 議会 名 意見 書 の 内 容 
久 慈 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平 成 31 年 3 月 19 日 





【 提 出 先 】 衆 議院 議長 参議 院 議長 内 閣 総理 大 臣 厚生 労働 大 臣 
少子 化 対策 担当 大 臣 男女 共同 参画 担当 大 臣 地方 創 生 担当 大 臣 
【 件 名 】 放課後 児童 クラ ブ の 職員 配置 基準 等 の 堅持 を 求め る 意見 書 


ド 








放課後 児童 クラ ブ は 、 保 護 者 が 就労 等 に より 昼間 家庭 に いな い 児 童 に 、 放 課 後 等 に 安全 
に 安心 し て 生活 する た め の 遊 び 及 び 生 活 の 場 を 提供 し 、 そ の 健全 な 育成 を 図る た め の も の 
で あり 、 万 全 の 職員 体制 で 児童 を 見 守る 必要 が ある 。 

その た め 、 児 童 に 対応 する 支援 員 等 の 職員 配置 に つい て は 、 突 発 的 な 事故 や 研修 会 へ の 
参加 等 に 対応 する た め 、2 人 以上 と する 基準 を 国 が 定め 、 市 町 村 が 条例 を 定め る 際 に 従う 
べべ きも の と され て いる 。 
一 方 、 全 国 的 に 職員 の 人 材 不足 が 深刻 化し て いる こと を 受け 、 国 で は 、 当 該 従 うべ き 基 
準 を 参 姜 化 する こと を 、 今後 、 地 方 分 権 の 議論 の 場 で 検討 する こと と し て いる 。 

仮に 、 当 該 従う べき 基準 が 緩和 され 、 職 員 1 人 で 多く の 児童 に 対応 する こと に な っ た 場 
合 、 安 全 で 安心 な 放課後 児童 クラ ブ の 運営 が 確保 で き な い 状況 に つなが る 。 

放課後 児童 クラ ブ の 運営 に お いて 最 優先 す べき こと は 児童 の 安全 の 確保 で ある 。 そ の た 
め の 最 低 基準 と し て 当該 従う べき 基準 が 定め られ た も の で あり 、 単 に 職員 の 確保 が 困難 と 
いう 理由 で 緩和 すべ き で は な い 。 
よっ て 、 国 に お いて は 、 児 童 の 安全 を 確保 す る た め 、 放 課 後 児童 クラ ブ の 職員 配置 基準 
等 に 係る 「 従 うべ き 基 準 」 を 堅持 され る よう 強く 要望 する 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








久 慈 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 31 年 3 月 19 日 


【 提 出 


【 件 


先 】 衆 議院 議長 参議 院 議長 内 閣 総理 大 臣 総務 大 臣 財務 大 臣 
厚生 労働 大 臣 
名 】 国民 健康 保険 税引き 下げ の た め 国 庫 負 担 の 増額 を 求め る 意見 書 






































選民 健康 保険 制度 は 、 国 民 の 4 人 に 1 人 が 加入 し 、 国 民 皆 保険 の 医療 制度 の 重要 な 柱 で 









































ある が 、 国 民 健康 保険 に 加入 する 全 世 帯 約 1 割 が 滞納 し て いる 。 





また 、 現 在 の 市 町 村 国 民 健康 保険 の 加入 者 は 、 年 金 生 活 者 な どの 無職 が 48%、 非 正規 雇 
用 が 349% と 、 高 齢 者 や 低 所 得 者 が 全体 の 約 8 割 を 占め て いる 状況 に ある 。 





































































































1984 年 以降 、 国 庫 負 担 の 削減 、 抑 制 に より 国民 健康 保険 制度 に 対す る 国 の 責任 が 後退 す 
る 中 で 、 約 3, 400 億 円 の 財政 支援 を 行なっ て いる が 、 求 め ら れる 水準 か ら 比べ て 不 十 分 で 
あり 、 国 民 健康 保険 加入 者 の 貧困 及び 高齢 化 が 進む 中 で 、 国 民 健 康 保険 税 に 対す る 負担 は 
































ます ます 重く な っ て いる 。 


















































































































































全国 知事 会 ・ 同 市 長 会 ・ 同 町 村 会 に お いて は 、 国 民 健康 保険 の 定率 国庫 負担 の 増額 を 政 














府 に 要望 し 続け て お り 、2014 年 に は 、 公 費 を 1 兆 円 投入 し 、 協 会 けん ぼ 並 み の 負担 率 に す 


る こと を 政府 ・ 与 常に 求め て いる と ころ で ある 。 



































国民 健康 保険 税 が 高く な る 要因 と し て 、 世 帯 の 人 数 を 算定 基礎 と する 「 均 等 割 」 と 、 各 
世帯 に 定額 で か か る 「 平 等 割 」 が ある が 、 こ れ ら は 他 の 健康 保険 に は な いも の で ある 。 こ 





















































の 「 均 等 割 」 と 「 平 等 割 」 を 合わ せれ ば 約 1 兆 円 に な る と され て お り 、1 兆 円 を 公費 投入 


する こと で 「 協 会 けん ぽ 」 並 み の 保険 税 と する こと が 可能 で ある 。 

















度 で あり 、 























国民 健康 保険 は 、 協 会 けん ぼや 組合 健保 と 比較 し て 、 加 入 者 に 大 変 重 い 負 担 を 強い る 制 
































制度 の 構造 的 な 問題 を 解決 し 、 重 い 負 担 で ある 保険 税 を 引き 下げ る た め に は 、 








十分 な 公費 を 投入 する こと が 必要 不可 欠 で ある 。 





よっ て 。 


























国 に お いて は 、 国 民 健康 保険 に 加入 する 世帯 の 負担 を 軽減 する た め 、 国 民 健康 
































保険 財政 へ の 国庫 負担 割合 を 引き 上 げ る こと を 強く 要望 する 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 





野 市 


に ー - 
巡 





【 議 決 年 月 日 】 平成 31 年 3 月 15 日 
出 先 】 遠野 市 長 


【 提 
【 件 


名 】 再 生 可能 エネ ルギー 発電 施設 導入 に 関す る 条例 の 制定 を 求め る 意見 書 
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} 生 可能 エネ ルギー の 利 

















に 対す る 影響 が 問題 と な っ て いま す 。 

























































































用 が 全国 的 





























































































































こ < 進む 一 方 、 そ の 地域 の 自然 環境 や 景観 、 防 災 




























































































今 、 遠野 市 で も 、 高 清水 山麓 の 森林 47.5 へ ヘクタール の メガ ソー ラー 建設 計画 が 進め られ 
て いま す 。 高 清水 山 は 、 急 な 斜面 に 複数 の 沢 を 形成 し て いる 状況 で 、 毎 年 の よう に 下流 の 
集落 に お いて 消防 本 部 や 地元 消防 団 に よる 防災 活動 が 展開 され て いる 自然 環境 に あり 、 土 
右 流 危険 エリ ア に 指定 され て いま す 。 大 切な 自然 と 生活 を 守る た め 、 住 民 は 大 き な 不 安 を 
持っ て いる こと は 事実 で あり ます 。 

遠野 市 に お いて 、 再 生 可 能 エ ネル ギー 発電 事業 と 環境 保全 等 を 両立 させ る た め 、 事 業者 
等 が 再生 可能 エネ ルギー 発電 施設 導入 を 計画 する に あたり 、 施 設 の 適正 な 設置 と 管理 を 促 
し 、 自 然 環 境 保全 、 景 観 の 保護 、 災 害 防 止 、 生 活 環 境 の 保全 等 を 図る た め の 配 慮 事項 を 考 
慮 し た 事業 抑制 区 域 を 定め る 条例 を 制定 する こと を 要望 し ます 。 

1 市 は 、 事 業者 等 が 再生 可能 エネ ルギー 発電 施設 導入 を 計画 する に あたり 、 事 業者 等 に 
施設 の 適正 な 設置 と 管理 を 促す こと 。 
2 自然 環境 保全 、 景 観 の 保護 、 災 害 防 止 、 生 活 環境 の 保全 等 を 図る た め の 配 慮 事項 を 考 

慮 し た 事業 抑制 区 域 を 定め る 条例 を 制定 する こと 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








ー 関 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 31 年 3 月 15 日 
【 提 出 先 】 岩 手 県 知事 
【 件 名 】 主要 農作物 の 種子 生産 に 係る 県 条例 の 制定 を 求め る 意見 書 




















主要 農作物 種子 法 (以下 「 種 子 法 」 と いう 。) を 廃止 する 法案 が 、2017 年 4 月 14 日 の 参 
議院 本 会 議 で 可決 ・ 成 立 し 、2018 年 4 月 1 日 、 種 子 法 は 廃止 され まし た 。 
これ まで 県 行政 は 、 種 子 法 に 基づき 高 品質 な 原種 ・ 原 原種 の 生産 ・ 供 給 及 び 優 良 な 品種 
を 決定 する た め の 試 験 を 担い 、 本 県 の 主要 農作物 で ある 水稲 、 麦 及び 大 豆 の 安定 生産 や 品 
質 向上 に 中 心 的 な 役割 果たす こと に より 、 地 域 農業 の 振興 に 大 き な 貢 献 を し て きま し た 。 
一 方 、 種 子 法 の 廃止 を 受け て 一 部 の 府県 に お いて は 、 こ れ ま で 行政 が 担っ て きた 種子 生 
産業 務 を 外部 に 移管 する 等 の 方 針 が 示さ れ 、 移 管 さ れれ ば 種 も み の 価格 上 昇 や 品質 低下 を 
揚 きか ね な い 等 の 報道 が な が され て いま す 。 県 内 の 生産 現場 に お いて も 、 将 来 的 に は 優良 な 
品種 の 選定 や 種子 が 安定 的 に 供給 され な く な る の で は な いか と いう 不安 が 広がっ て いま 
す 。 
以上 を 踏ま え 、 農 業 主 産 県 と し て 今後 も 県 行政 が 種子 生産 に 中 心 的 な 役割 を 果たし 、 こ 
れ ま で どおり の 行政 対応 を 継続 する こと に 必要 な 予算 及び 関係 部 署 の 人 員 体 制 を 恒久 的 に 
措置 する 観点 か ら 、 主 要 農 作物 の 種子 生産 に 係る 県 条例 を 制定 する こと を 強く 要望 し ます 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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意見 書 の 内 容 











【 議 決 年 月 日 】 平成 31 年 3 月 22 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 参議 院 議長 内 閣 総理 大 臣 厚生 労働 大 臣 
【 件 名 】 放課後 児童 クラ ブ の 職員 配置 基準 等 の 堅持 を 求め る 意見 書 








放課後 児童 クラ ブ は 、 保 護 者 が 就労 等 に より 昼間 家庭 に いな い 児 童 に 、 放 課 後 等 に 安全 
に 安心 し て 遊び 、 生 活 で きる 場 を 提供 し 、 健 全 な 育成 を 図る 大 切な 施設 で す 。 そ の た め 放 
課 後 児童 支援 員 等 の 配置 に つい て は 、 突 発 的 な 事故 や 職員 が 研修 に 参加 する 場合 等 へ の 対 
応 の た め 、 児 童 の 安全 を 確保 する た め の 最 低 基準 と し て 、 1 教室 に 対し て 放課後 児童 支援 
員 1 名 以上 を 含む 職員 の 複数 配置 が 必要 と する 基準 を 国 が 定め て いま す 。 こ の 職員 配置 基 

















































































































































































































































































































































































































準 は 、 市 町 村 が 条例 を 定め る 際 に 従う べき も の と され て いま す が 、 国 は 、 全 国 的 に 放課後 
児童 支援 員 等 の 人 材 確保 が 難し いと いう 理由 で 、 基 準 を 参 配 化す る 方 針 を 示し 、 今 期 通常 
型 会 で 児童 福祉 法 を 改定 する と し て いま す 。 

放課後 児童 支援 員 等 の 人 材 確保 が 困難 で ある こと は 事実 で あり 、 特 に 保護 者 会 が 運営 す 


























る 小 規模 な 放課後 児童 クラ ブ で は 、 財 政 的 に も 大 き な 課題 と な っ て お り 、 既 存 の 公 的 支援 
制度 の 一 層 の 拡充 が 必要 と 考え ます 。 
し か し 、 従 うべ き 基 準 が 緩和 され 、 放 課 後 児 童 支援 員 の 資格 を 持た な い 職 員 が 1 名 で 多 
く の 児 童 に 対応 する こと に な れ ば 、 放 課 後 児童 クラ ブ の 運営 に お いて 最 優先 する べき 児童 
の 安全 性 が 確保 で き な く な る お それ が あり ます 。 
よっ て 、 国 及び 政府 関係 機関 に お いて は 、 放課後 児童 クラ ブ の 職員 配置 基準 等 に 係る 「 従 
うべ き 基 準 」 に つい て 、 児 童 の 安全 を 確保 する た め に 堅持 する よう 強く 求め ます 。 


ェ 


以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 




























































































































































































20 








意見 書 の 内 容 











【 議 決 年 月 日 】 平成 31 年 3 月 14 日 

【 提 出 先 】 衆 議院 議長 参議 院 議長 内 閣 総理 大 臣 外務 大 臣 防衛 大 臣 総務 大 臣 
警察 庁 長 官 国土 交通 大 臣 環境 大 臣 
内 閣府 特命 担当 大 臣 (沖縄 及び 北方 対策 担当 ) 

【 件 名 】 日 米 地位 協定 の 抜本 改定 を 求め る 意見 書 






























































a tt No 
に 関す る 提言 」 を 全会 一 致 で 採択 し た 。 
ee 縄 県 を は じ め と する 在 日 米 軍 に 係る 基地 負担 の 状況 を 、 基 地 等 の 
所 在 の 有無 に か か わら ず 広 く 理 解 し 、 都 道府県 の 共通 理解 を 深め る こと を 目的 と し て 、 平 
成 28 年 11 月 に 『 米 軍 基 地 負 担 等 に 関す る 研究 会 』 を 設置 し 、 こ れ ま で 6 回 に わた り 開 催 」、 
研究 者 や 外務 省 か ら 意 見 を 聞き 、 米 軍 基 地 の あ る イタ リア や ドイ ツ の 地位 協定 に つい て 現 
地 調査 し た 沖縄 県 か ら も 意見 を 聞き 取っ て 今回 の 提言 が まとめ られ た 。 
人 は 、 他 国 の 地位 協定 に は 「 米 軍 の 活動 に も 国内 法 が 適用 され る 」 
受入 国 側 に 米 軍 施 設 へ の 立入 権 が 明記 され て いる 」「 受 入国 側 に 訓練 計画 に 関与 する 仕組 
み が あ る 」 な ど 、 日 本 と 著しく 違い が ある こと で ある 。 
こう し て まとめ られ た 提言 は 、 「 米 軍機 に よる 低空 飛行 訓練 等 に つい て は 、 国 の 責任 で 騒 
音 測定 器 を 増やす な ど 必 要 な 実態 調査 を 行う と と も に 、 訓 練 ル ー ト や 訓練 が 行わ れる 時 期 
こつ いて 速やか な 事前 情報 提供 」 を 求め る 、「 日 米 地位 協定 を 抜本 的 に 見 直し 、 航空 法 や 環 
境 法令 な ど 国 内 法 を 原則 と し て 米 軍 に も 適用 させ る こと や 、 事 件 ・ 事 故 時 の 自治 体 職員 の 
迅速 か つ 円 滑 な 立入 の 保障 な ど を 明記 する こと 」、 さ ら に 「 基 地 の 整 理 ・ 縮 小 ・ 返 還 」 の 促 
を 求め て いる 。 
日 米 地位 協定 は 1960 年 に 締結 され て か ら 、 日 本 政府 が 改定 を 提起 し た こと が な く 、「 我 
* 国 に と っ て 依然 と し て 十分 と は 言え な い 状 況 で ある 」 と し た 全国 知事 会 の 総意 を 重く 受 
け 止 め 、 日 米 地位 協定 の 抜本 的 改定 に 取り 組む よう 強く 求め る も の で ある 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 講 会 名 意見 書 の 内 容 
滝 沢 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 31 年 3 月 20 日 
【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 厚生 労働 大 臣 
【 件 名 】 最 低 賃 金 の 改善 と 中 小 企業 支援 の 拡充 を 求め る 意見 書 
労働 者 の 4 割 が 非 正 規 雇用 化し 、4 人 に 1 人 が 年 収 2 0 0 万 円 以下 の ワー キン グ ・ プ ア 
と な り 、 平 均 賃金 は 2 000 年 に 比べ 1 5% も 目減り し て いる 。 世界 に も 例 の な い 賃金 の 
下落 が 消費 低迷 、 生 産 縮小 、 雇 用 破壊 と 貧困 の 拡大 を 招く 中 、 政 府 が 「 賃 上 げに よる 経済 
の 好 循 環 」 を めざす と 言わ ざる を 得 な く な っ て いる 。 
201 8 年 の 地域 別 最低 賃金 は 最高 の 東京 で 時 給 9 8 5 円 、 岩 手 県 で は 7 6 2 円 、 最 も 
低い 鹿児島 な ど で は 7 6 1 円 に 過ぎ ず 、 フ ル タ イ ム で 働い て も 年 収 1 2 0 万 て 1 50 万 円 
し か 得 ら れ な い 。 ま た 、 地 域 間 格差 も 大 きく 、 岩 手 県 と 東京 で は 同じ 仕事 を し て も 1 時間 
当たり で 2 2 3 円 も 格差 が ある た め 、 若 い 労働 者 の 都市 部 へ の 流出 を 招い て いる 。 
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安倍 首相 は 「 最 低 賃金 を 毎年 3 % 程 度 引 き 上 げ て 、 加 重 平均 で 1 0 0 0 円 を めざす 」 と 





べ 、「GDP に ふさ わし し 
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1000 
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引き 上 げ を 進め る と 述べ た 。 


























戦略 対話 で の 合意 を 先 延ばし し て 、 格 差 と 貧 

















「 政 労使 に よる 三 者 合意 」 








以上 」 は 中 小 企 業 に は 支払 い が 

















配慮 し つつ 、 2 0 2 0 年 まで に 全国 
が 成立 し て いる 。「 毎 有 
困 の 解消 を 遅らせ る だ け で ある 。 




















ド 


雇用 戦略 対話 で は 「 で きる 
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し て 、 公 正 取 引 ル ー ル を 確立 し 、 中 小 企業 へ の 具体 的 な 支援 策 を 拡充 し な が ら 、 最 











し て 生活 保護 基準 、 
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等 を 整備 すれ ば 、 
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・ 政府 は 最低 賃金 を 大 幅 














る 合意 」 に 基づき 、「 で きる 
] を めざす 」 

















一 平均 1 000 

















年 金 、 農 


に 引き 上 げ 、 「 雇 用 戦略 対話 


























金 を 引き 上 げ る 必要 が ある 。 人 間 ら し く 生 活 で きる 水準 の 最低 賃金 を 確立 し 、 そ れ を 






































民 の 自家 労 貨 、 下 請け 単 休 、 
E も が 安心 し て 暮らせ 、 不 況 に 強い 社会 を つく る こと が で きる 。 
よっ て 国 及 び 関 係 機関 は 、 





家内 工賃 、 税 金 の 課税 最 











次 の 事項 に つい て 取り 組む よう 強く 要望 する 。 
























































限り 早期 に 全 
こと を 
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お ける 最低 賃金 の 引き 上 げに 
国 平均 8 0 0 円 を 確保 し 、2 0 2 0 年 まで 
期 に 達成 され る こと 。 











最低 賃金 に する 」 と し て 、 現在 の 最低 賃金 の 水準 の 低 さ を 認め 、 
一 方 、 2 0 1 0 年 に 行わ れ た 
区 低 8 0 0 円 を 確保 し 、 景 気 状況 に 


限り 


平均 1 
E 3 % 程 度 」 で 


難 と の 意見 も ある が 、 政 府 が 率 


低 賃 
基軸 
低 限 











. 政府 は 全国 一 律 最低 賃金 制度 の 確立 な ど 、 地 域 問 格差 を 縮小 させ る た め の 施 策 を 進め 


る こ 


ど テ 




















. 政府 は 中 小 企業 負担 を 軽 》 
の 社会 保険 料 負 担 や 税 の 減免 1 
. 中 小 企業 に 対す る 大 企業 に よる 優越 的 地位 の 溢 用 、 代 金 買 
くす た め 、 法 整備 を 含む 抜本 的 対策 を 講じ る こと 。 政府 は 全国 
な ど 、 地 域 間 格 差 を 縮小 させ る た め の 施 策 を 講 
9 9 条 の 規定 に より 意見 









































上 記 の と お り 、 地 方 上 














治 






































| ツー 


ロ 法 第 





成す る た め の 直 接 支 援 と し て 、 中 小 企業 と そこ で 働く 
骨 度 な ど を 実現 する こと 。 
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叩き や 支払 い 遅 延 等 

















し る こと 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








金ヶ崎 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 31 年 3 月 19 日 
【 提 出 先 】 内 閣 総 理大 臣 衆議院 完 議 長 参議 院 完 議 
【 件 名 】 消 費 税率 1 0% へ の 増税 中 止 を 求め る 意見 書 











最近 の 社会 情勢 は 、 「 賃 金 が あがら な い 」 「 年 金 が 減っ た 」「 医 療 も 介護 も 負担 が 重 す ぎる 」 
な ど 、 庶民 の 生活 は 苦し く な る 一 方 、 大 企業 と 富裕 層 を 優遇 する 政策 で 、 大 企業 と 中 小 企 
業 、 富 め る 者 と そう で な い 者 、 都市 部 と 地方 の 格差 は 大 きく 、 深刻 な 状況 に と な っ て いま す 。 
この よう な 時 に 、 消 費 税 の 1 0 % へ の 増税 実施 は 国民 の 負担 が 増大 する ば か り で 、 経 済 
へ の 悪影響 は 明らか で す 。 
また 、1 0% 増 税 の 導入 に よっ て 行なわ れる 、「 軽 減税 率 」「 イ ン ボ イス 方 式 」 及 び 「 ポ 
イン ト 選 元 」 は 国民 生活 に 多大 な 混乱 を 生じ し させ 、 地 方 の 中 小 企業 を 疲 敵 させ る 原因 と な 
り ます 。 

住民 の 暮らし 、 地 域 経 済 、 地 方 自治 に 深刻 な 影響 を 与え る 、2019 年 10 月 か ら 消 費 
税率 1 0 % へ の 増税 実施 を 中 止 す る よう 強く 求め ます 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








ロコ 
| ニ | 


代 村 





【 議 決 年 月 日 】 平成 31 年 3 月 8 日 


【 提 
【 件 


2018 年 10 月 、 辺 野 ェ 
は 、 そ の 
日 米 地位 協定 は 、 





ら ず 、 国 














定 で す 。 
I 








出 先 】 衆議院 議長 
名 】 全 国 知事 会 の 「 米 軍 基 地 負 担 に 関す る 提 


ーー 








に で も 施設 ・ 区 域 の 提供 


0 に 同意 し な 
に で も 米 軍 
そん な 中 、 
会 」 を 開催 











ゆこ ご 
基 


全 





ミ 工 
に 参議 院 宛 議 


議長 、 内 閣 総 理大 臣 
言 」 の 主旨 に 基づい て 、 地 方 自治 


の 根幹 を 脅かす 日 米 地位 協定 の 見 直し を 国 に 求め る 意見 書 





























民意 を 無視 
日 本 国 








の 考え 方 第 二条 1 項 に 「 米 軍 
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oo 














民 が 選ん だ の に も か か わ 
進め て いま す 。 こ の 事 で も 問題 に な っ た よう 
治 の 根幹 を も 揺るが し か ね な い 協 




















し 工事 を 強行 



































は 、 わが 国 の 施政 権 下 に ある 領域 玲 で あれ ば 、 


























と は 、 安 保 条 
地 が 























局 知 事 会 で は 、 








し ン ヽ 


2018 年 7 月 【 














そこ で 、 


普代 


村 議 会 は 、 国 に 





1. 日 米 地位 








協定 の 見 直 





し を す 











2. 国 は 地方 
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唱 の 権 











以上 、 地 方 E 























出来 る 可能 











を 求め られ る 権利 が 認め られ て いる … わ が 国 が 米 軍 の 提供 要 
約 に お いて 予想 され て いな い 」 と ある よう に 、 日 本 全国 ど 
E 性 が ある 事 に な っ て いま す 。 
2016 年 11 月 か ら 6 回 に 渡り 「 米 軍 基 地 負 担 
に 米 軍 基地 負担 に 関す る 提言 を 発表 し ま し た 。 
対し 下記 の こと を 強く 要請 し ます 。 
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に 関す る 研究 
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限 を 保証 する こと 
治 法 第 99 条 の 規定 に 








より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








普 代 村 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 31 年 3 月 8 日 

【 提 出 先 】 総 務 大 臣 農林 水産 大 臣 衆議院 議長 参議 院 議長 

【 件 名 】 奥 山 等 の スギ ・ ヒ ノ キ 放 置 人 工 林 を 、 森 林 環 境 譲与 税 で 順次 計画 的 に 皆 伐 
を 進め 、 天 然 林 に 戻す こと を 求め る 意見 書 


戦後 の 拡大 造林 政策 に より 造林 され た 人 工 林 の 多く が 、 き り 出 し 困難 、 き り 出 し て も 経 
費 で 赤字 に な る な どの 理由 で 、 間伐 も され ず 放 置 さ れ て お り 、 再々 と し た 外観 と は 反対 に 
内 部 は 下草 も 消え 、 表 土 が 流れ 、 荒 廃し て いま す 。 
山林 の 保水 力 の 低下 は 深刻 で 、 豪 雨 や 台風 の 度 に 地元 は 土砂 災害 の 危機 に さら され て い 
す 。 
森林 環境 税 及び 森林 環境 譲与 税法 案 は 、 我 が 国 の 私 有 林 の 整備 を 進め る た め に 、 住 民 一 
に 付き 毎年 1000 円 の 税 を 住民 税 と 一 緒 に 徴収 する も の で 、 毎 年 約 620 億 円 の 税収 が 見 込 
まれ て いま す 。 

人 工 林 を 造り 過ぎ て し まっ た こと は 、 林 野 庁 も 認め て いま す 。① 山 の 保水 力 低下 、② 大 
雨 で も 崩れ に くい 災害 に 強い 森 づ くり 、⑧③ 野 生 動物 た ちの えさ 場 を 山奥 に 復元 する こと に 
よる 棲み 分 け の 復活 、④ 花 粉 症 の 軽減 の た め に 、 森 林 環 境 譲与 税 を 使っ て 、 林 業 採算 の 取 
れ な い 放 置 人 工 林 は 、 間 伐 で は な く 一 定 面積 を 皆 伐 し 、 天 然 林 に 戻し て 行く べき で あり ま 
す 。 

森林 環境 秘 及び 森林 環境 譲与 税 使途 に 、 奥 山 等 の スギ ・ ヒ ノ キ 放 置 人 工 林 の 天然 林 化 を 
入れ 、 天 然 林 化 が 順次 計画 的 に 進め て いく た め 、 下 記 の 法 整 備 と 政策 の 実行 を 求め ます 。 

記 

1 森林 環境 税 及 び 森 林 環 境 譲与 税 の 使途 に 、「 放 置 人 工 林 の 天然 林 化 」 を 明記 する こと 
2 放置 人 工 林 の 天然 林 化 を 自治 体 が 事業 化 で きる よう に 、 技 術 等 を 支援 する 政策 を 実現 

する こと 

3 放置 人 工 林 の 天然 林 化 は 、 現 状 の 林業 の 補助 金 制度 を ほとん ど 使 えな いた め 、 天 然 林 

化 の た め の 補 助 金 制度 を 充実 させ る こと 
4 公益 の た め に 、 放 置 人 工 林 の 天然 林 化 を 実施 する 山林 所 有 者 が 優遇 を 受け られ る よう 

な 制度 を 検討 し 、 実 現す る こと 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








普 代 村 





【 議 決 年 月 日 】 平成 31 年 3 月 8 日 
【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 厚生 労働 大 臣 中 央 最低 賃金 審議 会 会 長 
【 件 名 】 最低 賃金 の 改善 と 中 小 企業 支援 の 拡充 を 求め る 意見 書 




















労働 者 の 4 割 が 非 正規 雇用 化し 、4 人 に 1 人 が 年 収 200 万 円 以下 の ワー キン グ ・ プ ア と 
な り 、 平 均 賃金 は 2000 年 に 比べ 15% も 目減り し て いま す 。 世界 に も 例 の な い 賃金 の 下落 
が 、 消 費 低迷 、 生 産 繕 小 、 雇 用 破壊 と 貧困 の 拡大 を 招く な か 、 政 府 が 「 賃 上 げに よる 経済 
の 好 循 環 」 を めざす と 言わ む ざ る 得 な く な っ て いま す 。 

2018 年 の 地域 別 最低 賃金 は 、 最 高 の 東京 で 時 給 985 円 、 岩 手 県 で は 762 円 、 最 も 低い 鹿 
児島 で は 761 円 に 過ぎ ず 、 フ ル タ イ ム で 働い て も 年 収 120 万 ~150 万 円 し か 得 ら れ な い 。 
また 地域 間 格 差 も 大 きく 、 岩 手 県 と 東京 で は 、 同 じ 仕 事 を し て も 1 時 間 当 た り で 223 円 も 
格差 が ある た め 、 若 い 労 働 者 の 都市 部 へ の 流出 を 招い て し まっ て いま す 。 

安倍 首相 は 、「 最 低 賃金 を 毎年 3% 程 度 引 き 上 げ て 、 加 重 平均 で 1000 円 を めざす 」 と 述 
べ 、「GDP に ふさ わし い 最 低 賃金 に する 」 と し て 、 現在 の 最低 賃金 の 水準 の 低 さ を 認め 、 引 
き 上 げ を 進め る と 述べ た 。 一 方 、2010 年 に 行わ れ た 雇用 戦略 対話 で は 「 で きる 限り 早期 に 
全国 最低 800 円 を 確保 し 、 景 気 状況 に 配慮 し つつ 、2020 年 まで に 全国 平均 1000 円 を め ざ 
す 」 と し た 「 政 労使 に よる 三 者 合意 」 が 成立 し て いま す 。「 毎 年 3% 程 度 」 で は 、 雇 用 戦略 
対話 で の 合意 を 先 延ばし し 、 格 差 と 貧困 の 解消 を 遅らせ る だ け で あり ます 。 
“最低 賃金 1000 円 以上 ” は 、 中 小 企業 に は 支払 い が 了 困難 と の 意見 も ある が 、 政府 が 率先 
し て 、 公 正 取 引 ル ー ル を 確立 し 、 中 小 企業 へ の 具体 的 な 支援 策 を 拡充 し な が ら 、 最 低 賃金 
を 引き 上 げ る 必要 が あり ます 。 人間らしく 生活 で きる 水準 の 最低 賃金 を 確立 し 、 そ れ を 基 
軸 と し て 生活 保護 基準 、 年 金 、 農 民 の 自家 労 貨 、 下 請け 単価 、 家 内 工賃 、 税 金 の 課税 最低 
限度 等 を 整備 すれ ば 、 誰 も が 安心 し て 暮らせ 、 不 況 に 強い 社会 を つく る こと が で きま す 。 

よっ て 国 及 び 関 係 機関 は 、 次 の 事項 に つい て 取り 組む よう 強く 要望 し ます 。 
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1. 政府 は 、 最 低 賃 金 を 大 幅 に 引上げ 、「 雇 用 戦略 対話 に お ける 最低 賃金 の 引き 上 げに 関す 
る 合意 」 に 基づき 、「 で きる 限り 早期 に 全国 最低 800 円 を 確保 し 、2020 年 まで に 全国 平 
均 1000 円 を めざす 」 を 早期 に 達成 させ る こと 。 

2. 政府 は 、 全国 一 律 最低 賃金 制度 の 確立 な ど 、 地域 間 格 差 を 縮小 させ る た め の 施 策 を 進め 
ce だ 

3. 政府 は 、 中 小 企業 負担 を 軽減 する た め の 直 接 支援 と し て 、 中 小 企業 と そこ で 働く 労働 者 
の 社会 保険 料 負担 や 税 の 減免 制度 な ど を 実現 する こと 。 

上 記 の と お り 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








洋 野 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 31 年 3 月 12 日 
【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 厚生 労働 大 臣 中 央 最低 賃金 審議 会 会 長 
【 件 名 】 最低 賃金 の 改善 と 中 小 企業 支援 の 拡充 を 求め る 意見 書 





























2018 年 の 地域 別 最低 賃金 は 、 最 高 の 東京 で 時 給 985 円 、 岩 手 県 で は 762 円 で 、 地 域 間 格 
差 も 大 きく 、 同 じ 仕 事 を し て も 1 時 間 当 た り で 223 円 も 格差 が ある た め 、 若 い 労働 者 の 都 
市 部 へ の 流出 を 招い て いる 。 

2010 年 に 行わ れ た 雇用 戦略 対話 で は 「 で きる 限り 早期 に 全国 最低 800 円 を 確保 し 、 景気 
状況 に 配慮 し つつ 、2020 年 まで に 全国 平均 1000 円 を めざす 」 と し た 「 政 労使 に よる 三 者 
合意 」 が 成立 し て いる 。 
「 最 低 賃金 1000 円 以上 」 は 、 中 小 企業 に は 支払 い が 困 難 と の 意見 も ある が 、 政府 が 率先 
し て 、 公 正 取 引 ル ー ル を 確立 し 、 中 小 企業 へ の 具体 的 な 支援 策 を 拡充 し な が ら 、 最 低 賃金 
を 引き 上 げ る 必要 が ある 。 人間らしく 生活 で きる 水準 の 最低 賃金 を 確立 し 、 そ れ を 基軸 と 
し て 生活 保護 基準 、 年 金 、 税 金 の 課税 最低 限度 等 を 整備 すれ ば 、 誰 も が 安心 し て 暮らせ 、 
不況 に 強い 社会 を つく る こと が で きる 。 

よっ て 国 及び 関係 機関 は 、 次 の 事項 に つい て 取り 組む よう 強く 要望 する 。 

1 . 政府 は 、「 雇 用 戦略 対話 に お ける 最低 賃金 の 引き 上 げに 関す る 合意 」 に 基づき 、 最 低 賃 
金 の 引上げ を 早期 に 達成 させ る こと 。 

2. 政府 は 、 全 国 一 律 最低 賃金 制度 の 確立 な ど 、 地 域 間 格 差 を 縮小 させ る た め の 施 策 を 進 
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3. 政府 は 、 中 小 企業 負担 を 軽減 する た め の 直 接 支援 と し て 、 中 小 企業 と そこ で 働く 労働 
者 の 社会 保険 料 負担 や 税 の 減免 制度 な ど を 実現 する こと 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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野 田 村 | 【 議 決 年 月 日 】 平 成 31 年 3 月 15 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 参議 院 議長 内 閣 総理 大 臣 内 閣 官房 長官 総務 大 臣 
財務 大 臣 

【 件 名 】2019 年 10 月 か ら の 消費 税 109%% 中 止 を 求め る 意見 書 





政府 は 予定 通り 、2019 年 10 月 か ら 消 費 税 率 を 10% に 引き 上 げ よ うと し て いま す 。 
実質 賃金 が 伸び ず 、 家 計 消 費 は 低迷 し 、 深 刻 な 消費 不況 が 続い て お り 、 格 差 と 貧困 は 拡 
大 する 一 方 で す 。 
この まま 税率 の 引き 上 げ が 実施 され れ ば 、 地 域 経済 を さら に 疲 貞 させ 、 中 小 企業 や 小 規 
模 事業 者 の 営業 を 田 か し 、 雇用 不安 を 招 く な ど 、 国 民生 活 へ の 影響 は 計り し れ ま せん 。「 軽 
減 」 と 宣伝 され て いる 複数 税率 や ポイ ント 還元 、 プ レミ アム 商品 券 な ど に よる 混乱 も 心配 
され て いま す 。 
また 、 東 日 本 大 震 災 ・ 津 波 の 被災 者 や 被災 地 に と っ て 消費 税 109% は 復興 へ の 大 き な 障 害 
ご だ が り ま す 。 
消費 税 は 、 低 所 得 者 ほど 負担 が 重く な る 特徴 が あり 、「 い ま 、 消 費 税 を 上 げ る 時 な の か 」 
と いっ た 声 が 住民 の 間 で も 大 きく 広がっ て いま す 。 こ うし た 住民 の 切実 な 願い に 応え 、2019 
年 10 月 か ら の 消費 税率 10%% へ の 引き 上 げ 中 止 を 求め ます 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 識 会 名 意見 書 の 内 容 
野 田 村 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 31 年 3 月 15 日 
【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 厚生 労働 大 臣 財務 大 臣 文部 科学 大 臣 総務 大 臣 
【 件 名 】 医 師 養 成 定員 を 減ら す 政 府 方 針 の 見 直し を 求め る 意見 書 
日 本 の 医師 数 は 、100 床 あ た り 17.1 人 で ドイ ツ の 47.6 人 、 イ ギリ ス の 97.7 人 (OEC 











D ヘ ルス デー タ 2014) と 比較 し て 極め て 少な く 、 週 
最も 高く な っ て いま す 。 特に 救急 や 産科 で は 週 労作 
車 続 勤 務 が 強い られ て いま す 。 

医師 は アク ティ ビ テ ィ が 劣る 」 な ど を 理由 
し た が 、 長 時 間 労働 が 常態 化し 、 女 性 
医療 界 の 解決 すべ き 上 緊急 
諸国 と 比較 し て も 異常 な 低 水 進 と な っ て いま す 。 女性 
医師 の 長 時 間 労 働 の 改善 、 そ の た め の 絶 対 的 医師 不足 の 解 











が 
を 含む 32 時 間 i 

先般 、「 家 事 ・ 育 児 の た め 女 性 
大 学 の 入試 女性 差別 が 発覚 し ま 
な い 実 態 こ 
ず 、4 割 を 超え て いる OECD 
も 含む すべ て の 
て いま す 。 

と ころ が 政府 の 「 骨 太 の 方 針 2018」 





















































が 打ち 出さ れ ま し た 。 その 根拠 と され る 厚生 労働 省 の 
時 間 労 働 の 改善 が 極め て 不 十 分 な も の で あり 、 
に 連動 し て いる こと か ら 、 こ の 推計 を も と に 
見 と 差別 を 克服 する に 足る 医師 の 長 時 間 労働 の 改善 に は 全く 
か 、 救 急 ・ 産 科 ・ 小 児 科 な ど 「 地 域 医療 崩壊 の 危機 」 を 打 
成 水準 を 引き 下げ る こと で 、 再 び 、 同 様 に 危険 を 招く こと さえ 危 恨 さ れ ま 
りす る と 見 通さ れる 
安心 し て 暮らせ る 救急 医療 や 地域 包括 ケア 体制 の 充実 が 














の ] 
医療 構想 
へ の 作 







































































の 増加 に 伴い 、 2055 年 頃 ま で 高 止ま 






























































医師 
医師 数 は 全 

















の 課題 で す 。 日 本 の 女性 














で は 、 2022 年 度 以降 の 医学 部 定員 減 
医師 需給 の 将来 推計 
り 




















60 時 間 以 上 働く 割合 は 職業 別 で 医師 
還 時 間 は 平均 80 て 90 時 間 を 超え 、 当直 











に し た 東京 
が 働き 続け 
体 の 2 割 に 





骨 ぎ 
医師 
消 こ そ 求 め ら れ 














を 検討 する 方 向 
は 、 想 定 し て い 




















また 、 医 誠二 要 
医師 の 養成 定員 



































開 す る た め に 拡 














医療 需要 の 伸び に 
刻 ら れる よう 、 引 
































を 増やす こと を 強く 求め 、 下 記 の 事項 に つい て 要望 し ます 。 













































































2022 年 度 以降 の 医師 養成 定員 減 と いう 方 向 を 見 直し 、 医 療 現 場 と 地域 の 
医師 数 を OECD 平均 以上 の 水準 に 増やす こと 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 




















は 入院 を 減ら す 
を 減ら す と 、 女 
覚 東 な い ば か り 
大 され た 医師 養 
す 。 高齢 者 人 
対応 し 、 住 民 が 
き 続 き 、 医 師 数 
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実態 を 踏ま え 、 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








野 田 村 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 31 年 3 月 15 日 
【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 厚生 労働 大 臣 財務 大 臣 
【 件 名 】 介 護 従 事 者 の 全国 を 適用 地域 と し た 特定 最 賃 の 新設 を 求め る 意見 書 








高齢 化 が 進む 中 、 介 護 従 事 者 の 人 材 確保 ・ 離 職 防止 対策 は 喫緊 の 課題 と な っ て いま す 。 
全労連 が 実施 し た 「 介 護 施設 に 働く 労働 者 アン ケー ト 」 (2014 年 ) で は 、 介 護 施 設 の 労働 
者 の 賃金 が 生産 業 労働 者 の 賃金 より も 約 10 万 円 も 低く な っ て いま す 。 介 護 の 仕事 を 、「 辞 
め た い 」 と 考え た こと が ある 人 は 57.3% に も 達し 、 辞 め た い 理由 は 「 賃 金 が 安い 」 (44. 7%) 、 
仕事 が 忙し すぎ る 」(36.9%) 、「 体 力 が 続か な い 」(30.1%%) と な っ て いま す 。「 十 分 な サ 
ービス が で き て いな い 」 と する 回 答 は 4 割 近く に の ぼり 、 そ の 理由 と し て 「 人 員 が 少な く 
業務 が 過密 」 が 約 8 割 と 群 を 抜い て いま す 。「 低 賃金 ・ 
され て お ら ず 、 こ の こと が 人 員 不 足 を 深刻 化 さ せ 、 利 用 者 の 安全 や 介護 の 質 に も 影響 を 及 
ぼ し か ね な い 事 態 に な っ て いま す 。 

本 来 、 介 護 施 設 等 の 安全 ・ 安 心 な 職員 体制 や 介護 現場 で 働く 労働 者 の 処遇 の 確保 は 国 の 
責任 で 行わ れる べき で す 。 し か し 、 現実 に は 、 職員 体制 の 充実 は 事業 所 の 努力 に 委ね られ 、 
処遇 改善 も 利用 者 ・ 国 民 の 負担 に 依拠 し 、 さ ら に は 介護 報酬 の 引き 下げ に よっ て 処遇 改善 
や 体制 確保 を 不安 定 に し て いま す 。 介護 従事 者 の 賃金 底上げ な ど 処 遇 の 改善 、 人 材 確保 と 
体制 強化 を 実現 する た め 、 下 記 の 事項 に つい て 国 に 要望 し ます 。 

記 

介護 従事 者 の 賃金 の 底上げ を 図り 、 安 全 ・ 安 心 の 介護 体制 を 確保 する た め に 、 全 国 を 適 
用 対象 と し た 介護 従事 者 の 最低 賃金 (「 特 定 最低 賃金 」)) を 新設 する こと 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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野 田 村 





【 議 決 年 月 日 】 平 成 31 年 3 
【 提 


【 件 


出 先 】 内閣 総理 大 臣 
名 】 看護 師 の 全国 を 適用 地域 と し た 特 


月 15 日 
厚生 労働 大 臣 














f 化 が 進 





む 中 、 看 護 職 員 の 必要 性 、 




















高 8 











場 で は 、 


中 、 慢 


査 」 














性 的 な 人 員 不 足 が 続 
で は 、 慢 




















ビビ 
EE 
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則 骨 











EE 
| つて 





ul 


引き 続き 、 厳 し い 労 


生 疲 労 が 8 割 、 
産 も 1 割 に 達する な ど 、 人 手 





財務 大 臣 


ーー 時 王 1 全 


自 取 具 


ーー 














働 環境 と 低 賃 金 
‘て いま す 。 岩手 



































E 着 が 





医 労連 が 実施 し た 「2017 有 



































よう な 勤務 環境 で 働く 
も 達し 、 辞 め た い 
「 低 賃金 ・ 過 重 労 
化 さ せ 、 患 者 ・ 利 
生産 業 の * 
が ら 働 く 地域 に よっ て 初任 給 
デ 価 格 で ある 診療 報酬 で 、 
































と ビビ 胡 | 


動 」 の 実態 
者 の 安全 















































人 











間 格 差 が 大 きす ぎる た め 看 護 師 の 賃金 水準 が り 


看護 師 は 、 
の 第 1 位 は 「 人 手 不足 で 付 
NM 
影響 を 及ぼ し か ね な い 事 態 
の 一 つ に は 、 同じ ライ セン ジス で あり な 
格差 が あ 
され る べき で す が 、 
看護 師 の 地域 偏在 や 離職 者 増 


F 均 より も 低 し 本 5 の 原 
に も 及ぶ 地域 間 
] が 公 


き 上 が ら ず 、 


FE 不足 の 中 で の 過 














ビビ 
区 【 














や 看護 の 質 

















大 




















含 の 格差 が 月 8 万 円 ( 





健康 不安 の 訴え が 約 7 割 、 


3 人 に 


事 を 辞め た いと 感じ な が ら も 信 


重要 性 は 増し て いま す 。 し か し 、 


か ら 看 護 師 の 図ら れず 、 





の 新設 を 求め る 意見 書 











療 ・ 看 護 の 現 
高い 離職 率 の 














F 看 』 
1 人 が 切迫 流産 で 、 
酷 な 勤務 実態 が 浮き 彫り と な り ま し た 。 こ の 
助 い て いる 割合 が 81% に 
上 事 が きつ い 」 と の 結果 に な っ て いま す 。 














職員 











の 労働 実 


流 





この こと が 人 負 不 足 を 深刻 
と な る っ て で てい ます 。 











看護 師 の 労働 に 関す る 評 


に 


ーー 

















を 引き 起 し て いま す 。 
の 処遇 の 改善 、 人 材 確 
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三 庄 


対象 と し た 看 














師 の 最 




















療 施設 等 の 安全 ・ 安 
E 保 と 体制 強化 を 実現 する た め 、 下 記 の 事 形 


看護 師 の 賃金 の 底上げ を は か り 、 
低 賃金 (「 特 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 
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正 に 





心 な 職員 体制 や 





する こ 
































未 











出し 3 


ます 。 





安全 ・ 安 心 の 看護 体制 を 確保 する た め ( 
定 最低 賃金 」) を 新設 
の 規定 に 基づき 意見 書 を 提 


し 























げ ら れ ま す 。 本 来 、 











療 ・ 看 護 現場 で 働く 
員 に つい て 国 ( 


ここ 要望 


地域 





労働 者 
し ます 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 31 年 3 月 15 日 
































































































































































































































































































































【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 厚生 労働 大 臣 中 央 最低 賃金 審議 会 会 長 
【 件 名 】 最 低 賃 金 の 改善 と 中 小 企業 支援 の 拡充 を 求め る 意見 書 

労働 者 の 4 割 が 非 正規 雇用 化し 、4 人 に 1 人 が 年 収 200 万 円 以下 の ワー キン グ ・ プ ア と 
な り 、 平 均 賃金 は 2000 年 に 比べ 15% も 目減り し て いま す 。 世界 に も 例 の な い 賃金 の 下落 
に より 消費 低迷 、 生 産 縮小 、 雇 用 破壊 と 貧困 の 拡大 を 招く 中 、 政 府 が 「 賃 上 げに よる 経済 
の 好 循 環 」 を 目指 す と 言わ ざる を 得 な く な っ て いま す 。 

2018 年 の 地域 別 最低 賃金 は 、 最 高 の 東京 で 時 給 985 円 、 岩 手 県 で は 762 円 、 最 も 低い 鹿 
児島 で は 761 円 に 過ぎ ず 、 フ ル タ イ ム で 働い て も 年 収 120 万 円 か ら 150 万 円 し か 得 ら れ ま 
せん 。 ま た 、 地 域 間 格 差 も 大 きく 、 妊 手 県 と 東京 で は 同じ 仕事 を し て も 1 時 間 あ た り 223 
円 も の 格差 が ある た め 、 若 い 労 働 者 の 都市 部 へ の 流出 を 招い て いま す 。 

安倍 首相 は 「 最 低 賃 金 を 毎年 3 % 程 度 引 き 上 げ 、 加 重 平均 で 1, 000 円 を 目指 す 」 と し 、 
「G で DP に ふさ わし いり 最低 賃金 に する 」 と し て 、 現 在 の 最低 賃金 の 水準 の 低 さ を 認め 、 引 
き 上 げ を 進め る と 述べ まし た 。 一 方 、2010 年 に 行わ れ た 雇用 戦略 対話 で は 「 で きる 限り 早 














期 に 全国 最低 800 





















































"最低 賃金 1.000 


が 率先 し て 、 公 正 




















れ を 基軸 と し て 生活 





雇用 戦略 対話 で の 合 : 


指す 」 と し た 「 牙 労 


に = っ 3 


正 
局 、 












































を 先 延ばし し 、 格 差 と 貧困 の 解消 


















































取引 ルー ル を 確立 し 、 昌 
低 賃金 を 引き 上 げ る 必要 が あり 
保 








] 以 上 ” は 、 中 小 企業 に は 支払 い が 






































] を 確保 し 、 景 気 状況 に 配慮 し つつ 、2020 年 まで に 
更 」 に よる 三 者 合意 が 成立 し て いま す が 、 毎 








ゝ 屋 


遅らせ る だ 
難 と の 意見 





を 
困 














F 小 企業 へ の 具体 的 な 支援 策 を 拡充 し な が ら 、 最 
E す 。 人 間 ら し く 生 活 で きる 水準 の 最低 賃金 を 確立 し 、 そ 





























工費 基準 、 年 金 、 農 民 の 自家 労 賃 




















課税 3 





最低 限度 等 を 整備 する こと に より 、 




















こと が で きま す 。 
この こと か ら 医 
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政府 は 、 最低 賃金 を 大 幅 に 引き 上 げ 、「 雇 用 




















、 下 請け 単価 








ss 





国 平均 1, 000 円 を 








E 3 % 程 度 の 上 昇 で は 、 


は で まり 
も あり ます が 、 政 府 



































、 家 内 工賃 、 税 金 の 





も が 安心 し て 暮らせ 、 不 況 に 強い 社会 を つく る 


関係 機関 は 、 下 記 の 事項 に つい て 取り 組む よう 強く 要望 し ます 。 


分 コ 
ロロ 



































する 合意 」 に 基づき 、「 で きる 限り 早期 に 全国 



































平均 1 





, 000 円 を 目指 す 」 を 











期 に 達成 させ る こと 。 

















2 政府 








け は 、 
め る こ 
3 政 
者 の 社会 保険 料 負 
以上 、 地 方 自 


















































、 中 小 企業 負担 を 軽 】 














全国 一 律 最低 賃金 制度 の 確立 な ど 、 地 域 間 格 差 を 縮小 させ る た め の 施 策 を 進 





成す る た め の 直 接 支 援 と し て 、 中 小 企業 と そこ で 働く 労働 


担 や 税 の 減免 制度 な ど を 実現 する こと 。 


治 法 第 99 条 の 規定 に 








基づき 意見 書 を 提出 し ま 





戦略 対話 に お ける 最低 賃金 の 引き 上 げに 関 
最低 800 円 を 確保 し 、 


へ 





国 





2020 年 まで に 
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